
第66期決算公告

コベルコシンワ株式会社

令和　　8年 3月

円

【 2,651,588,308 】 【 】

82,284

124,926,150

675,182,050

100,334,785

137,170,969

512,888

62,000,772

1,499,062,526

25,041,441

44,206,306

546,137

△17,228,000 

△250,000 

【 1,914,857,456 】

( 1,770,972,246 ) 【 】

443,265,155

58,175,738

37,259,043

132,256,675

4,507,699

62,044,751

1,031,331,985

2,131,200

【 】

( 17,374,784 ( )

15,901,892

1,472,892 ( )

( 126,510,426 )

7,424,403

19,928,000

3,050,000

5,249,708

90,858,315

4,566,445,764

純 資 産 の 部 合 計 3,332,241,577

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計 4,566,445,764

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

600,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 1,836,670,539

( 利 益 剰 余 金 ) 3,192,241,577

圧 縮 記 帳 積 立 金 720,571,038

利 益 準 備 金 35,000,000

140,000,000

純　　　資　　　産　　　の　　　部

3,332,241,577

291,240,039

【 株 主 資 本 】

( 無 形 固 定 資 産 ) ( 資 本 金 ) 140,000,000

長 期 繰 延 税 金 負債

負 債 の 部 合 計 1,234,204,187工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア

412,782,204

貸 倒 引 当 金

71,894,066

33,838,099リ ー ス 債 務 （ 固 定 ）

資産除去債務（固定

【 固 定 資 産 】

( 有 形 固 定 資 産 )

15,810,000役員退職慰労引当金

432,000

【 固 定 負 債 】

90,000工 事 損 失 引 当 金

製 品 保 証 引 当 金

105,208,000

385,020

未 払 消 費 税

10,000

6,334,146

未 払 費 用 60,807,226

従 業 員 賞 与 引 当金

8,896,824

前 受 収 益

預 り 金

契 約 負 債

一 年 内 リ ー ス 債 務

貸　借　対　照　表　 31日　現在

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部

科　　　　　目 金　　　　　額 科　　　　　目 金　　　　　額

74,986,200貯 蔵 品

仕 掛 品

短 期 貸 付 金 (CMS)

未 収 入 金

前 払 費 用

仮 払 金

電 子 記 録 債 務 192,463,479

円

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】 821,421,983

現 金 及 び 預 金 支 払 手 形 2,700,000

電 子 記 録 債 権

買 掛 金 269,481,158

未 払 金 9,660,530

未 払 法 人 税 等 89,967,400

売 掛 金

契 約 資 産

原 材 料

棚 卸 評 価 性 引 当金

資 本 金

事 業 拡 張 積 立 金

(投資その他の資産)

電 話 加 入 権

投 資 有 価 証 券

敷 金 ・ 保 証 金

ゴ ル フ 会 員 権

建 物

建 物 付 属 設 備

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具
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  　'（5） 賞与引当金は支給見込額の当期負担分を計上している。

 　 '（6） 勤続10年以上60歳定年退職者を受給対象として定年退職金の100％について
           確定給付企業年金制度を採用している。
　         （令和8年3月31日現在　年金資産の合計額    　　428,938,050円）

  　'（7） 消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

　    当期純損益金額　　　　　　　270,829,386円

個　別　注　記　表　

　   重要な会計方針に係る事項に関する注記

    '（1） 有価証券の評価基準及び評価方法は、期末決算日の市場価格等に基づく
           時価法によっている。

    '（2） 棚卸資産の評価基準及び評価方法は、総平均法による原価法によっている。

    '（3） 固定資産の減価償却方法は定額法によっている。

    '（4） 貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等により計上するほか
           貸倒懸念債権及び破産更生債権等の特定の債権については個別に回収可能性を
           勘案して計上している。


